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＊Ｎは集計対象者数（付問は設問該当対象者）で、設問により異なる。 

＊百分比（％）は、小数点第２位を四捨五入し、第１位までを表示している。合計は 100.0％に一致しない場合 

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査目的】 

 この調査は、男女共同参画、女性活躍及び性の多様性に関する企業の実態やニーズなどを幅

広く把握し、令和７年度に改定する「山形県男女共同参画計画」及び今後の県施策の企画・立

案などにおける基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査概要】 

 調査対象 ： 県内に事業所を有する企業 

調査時期 ： 令和６年８月～９月 

調査方法 ： 郵送及びウェブアンケートによる調査 

抽出方法 ： 総務省「事業所母集団データベース（令和４年次フレーム）の事業所リストの中

から業種や規模を考慮して抽出 

対象事業所数 ： 200 社 

有効回収数（率）：  郵送：47件 ウェブ：46件 合計：93件（46.5％） 

【概要版について】 

 本概要版は、調査結果を抜粋して作成している。より詳細な結果については、報告書を参照。 
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１．女性の管理職の登用について 

（１）女性の管理職登用への意識 

 

「意欲や能力のある女性従業員は、どんどん管理職に登用したい」が９割以上となっている。 
 

● 女性の管理職登用への意識については、「とてもそう思う」と「ややそう思う」を合わせた『そう思う』では、「意欲や能力のあ

る女性従業員は、どんどん管理職に登用したい」が 92.5％と最も高く、次いで「男女にかかわらず、平等に登用したい」

（87.1％）、「女性に適すると思われる職種や業務については、管理職に登用したい」（77.4％）となっている。 

 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　

意欲や能力のある女性従業員は、
どんどん管理職に登用したい

男女にかかわらず、平等に登用したい

女性に適すると思われる職種や業務に
ついては、管理職に登用したい

女性は家事や子育て、介護などの負担も
大きく、管理職に就くのは難しい

どちらかというと管理職は男性がふさわしく、
女性を管理職に登用する予定はない

配置や研修など、女性管理職を
養成する仕組みになっていない

78.5

73.1

61.3

2.2

4.3

14.0

14.0

16.1

16.1

1.1

16.1

5.4

9.7

19.4

34.4

6.5

28.0

1.1

1.1

34.4

30.1

20.4

1.1

12.9

62.4

29.0

1.1

3.2

1.1

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 93)

とてもそう思う ややそう思う どちらともいえない

あまり思わない まったく思わない 無回答

報告書 企業実態調査 問 4 
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（２）女性の管理職登用を推進する上での課題 
  

「管理職になることに意欲的な女性従業員が少ない」が約５割となっている。 
 

● 女性の管理職登用を推進する上での課題については、「管理職になることに意欲的な女性従業員が少ない」が 49.5％

と最も高く、次いで「女性従業員は、仕事よりも家庭責任を優先する傾向がある」（30.1％）、「必要な知識や経験、判

断力などを有する適任者がいない（少ない）」（29.0％）となっている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

報告書 企業実態調査 問 5 

%

管理職になることに意欲的な

女性従業員が少ない

女性従業員は、仕事よりも家庭責任を

優先する傾向がある

必要な知識や経験、判断力などを有する

適任者がいない（少ない）

将来管理職に就く可能性のある女性はいるが、

現在、管理職に就くための在職年数などを

満たしている者がいない

女性管理職のロールモデルがいないため、

管理職として働くという将来像を描きにくい

女性従業員は勤続年数が短く、

管理職になるまでに退職してしまう

家庭生活（プライベート）との両立が困難な

ハードワークをキャリアとして求めている

女性従業員が満たしにくい

昇進要件がある（転勤要件など）

女性管理職に抵抗のある男性従業員が多い

その他

無回答

49.5

30.1

29.0

21.5

19.4

9.7

6.5

4.3

3.2

12.9

2.2

0 10 20 30 40 50 60

（N=93）
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（３）女性にリーダーや管理職を打診して断られる理由 
  

「責任が増えるため」が約９割となっている。 
 

● 断られた理由は「責任が増えるため」が 87.5％と最も高く、次いで「能力や経験が不足していると感じるため」、「家庭生

活（プライベート）との両立が難しくなるため」（それぞれ 33.3％）となっている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

87.5

33.3

33.3

25.0

16.7

12.5

8.3

8.3

8.3

4.2

0.0 

8.3

4.2

0 20 40 60 80 100

責任が増えるため

能力や経験が不足していると感じるため

家庭生活（プライベート）との両立が難しくなるため

今の職務内容に満足しているため

職場の同僚から妬まれたり、批判を受けるのが嫌であるため

管理職に興味ややりがいを感じないため

自分の都合に合わせて休みが取りづらくなるため

残業代がつかない・報酬が業務量や責任の重さに見合わないため

残業が増えるため

周囲に女性の管理職がいないため

転勤があるため

その他

無回答

（N=24）

%

報告書 企業実態調査 問６－１ 
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２．女性の活躍推進について 

（１）男女が共に活躍できる職場にするための取組み 

 

「生活と仕事の両立ができるよう労働時間や休暇に配慮」が6割以上となっている。 
 

● 男女が共に活躍できる職場とするための取組みについては、「生活と仕事の両立ができるよう労働時間や休暇に配慮し

ている」が 64.5％と最も高く、次いで「継続して就業できるように、配置・転勤などを考慮している」（41.9％）、「女性の

管理職を積極的に登用している」（35.5％）となっている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

生活と仕事の両立ができるよう労働時間や
休暇に配慮している

継続して就業できるように、配置・転勤などを
考慮している

女性の管理職を積極的に登用している

女性の募集・採用の拡大をしている

生活と仕事の両立ができるよう多様で柔軟な
働き方を整備している（短時間勤務、
フレックスタイム、テレワークなど）

女性従業員を対象とした職場内研修の実施や外部研修への派
遣などを行っている

男女共同参画(女性活躍推進、
男性従業員の育休取得促進などを含む)に

関する研修に参加させている

行っている取組みは特にない

女性が少なかった職場や職域に女性を
配置している

プロジェクトチームや改善策検討委員会などを
設置している

その他

無回答

64.5

41.9

35.5

32.3

29.0

17.2

12.9

11.8

8.6

3.2

3.2

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

(N = 93)

報告書 企業実態調査 問８ 
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３．育児・介護との両立支援の取組みについて 

（１）育児休業・介護休業を進める上での課題 

 

「代替要員の確保」と「他の従業員への負担増」が8割前後と高くなっている。 
 

● 育児休業・介護休業を進めていく上での課題については、「休業期間中の代替要員の確保」が 86.0％と最も高く、次い

で「休業者の業務を代わりに行う他の従業員への負担増」（77.4％）、「休業者の復職時の受け入れ体制の整備」

（14.0％）となっている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

86.0

77.4

14.0

12.9

3.2

3.2

3.2

4.3

2.2

4.3

0 20 40 60 80 100

休業期間中の代替要員の確保

休業者の業務を代わりに行う他の従業員への負担増

休業者の復職時の受け入れ体制の整備

制度利用者への周囲の理解（上司、同僚など）

休業者への教育訓練の実施など、復職のための支援

休業者の昇格、昇進などの取扱い

顧客や取引先からの理解

その他

特にない

無回答 (N = 93)

%

報告書 企業実態調査 問 13 
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（２）家庭と仕事の両立支援のために取り入れている取組み 
 

「従業員からの相談窓口」が4割以上となっている。 
 

● 家庭と仕事の両立支援のための取組みについては、「従業員からの相談窓口」が 43.0％と最も高く、次いで「始業・終

業時刻の繰り上げ・繰り下げ（時差出勤）」（39.8％）、「転勤や配置転換時の配慮」（36.6％）となっている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

  

43.0

39.8

36.6

30.1

23.7

16.1

11.8

10.8

10.8

9.7

17.2

1.1

2.2

0 10 20 30 40 50

従業員からの相談窓口

始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ（時差出勤）

転勤や配置転換時の配慮

家族看護休暇制度（法定の「子の看護休暇」以外の制度）

経済的補助（子ども手当、保育料の補助など）

フレックスタイム制度

勤務間インターバル制度（終業時刻から次の始業時刻の間に一定

時間の休息を確保する制度）

テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィスなど）

事業所内託児所・企業主導型保育所

再雇用制度（育児・介護などにより退職した従業員の再雇用）

取り入れている取組みは特にない

その他

無回答
(N = 93)

%

報告書 企業実態調査 問 14 
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４．ダイバーシティの推進について 

（１）ダイバーシティ推進の取組みの有無 

 

ダイバーシティ推進のための取組みを行っている企業は5割以上となっている。 
 

● ダイバーシティの推進についての取組みの有無は、「はい」（50.5％）、「いいえ」（48.4％）となっている。 

 

 全体  

 
 
 
 
 
 
 
 

（２）具体的な取組みの内容 

 

「多様な経験を持った人材の受け入れ（中途採用、キャリア採用など）」が７割以上となっている。 
 

● ダイバーシティ推進の取組みについては、「多様な経験を持った人材の受け入れ（中途採用、キャリア採用など）」が

74.5％と最も高く、次いで「仕事と育児・介護の両立支援」（66.0％）、「シニア人材の活躍推進」（63.8％）となっ

ている。 

 全体  

 

50.5 48.4 1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N = 93)
はい いいえ 無回答

報告書 企業実態調査 問 16 

報告書 企業実態調査 問 17 

％

多様な経験を持った人材の受け入れ
（中途採用、キャリア採用など）

仕事と育児・介護の両立支援

シニア人材の活躍推進

障がいのある人材の活躍推進

女性の活躍推進

多国籍人材の活躍推進

仕事と治療の両立支援

経営方針や経営理念に
ダイバーシティの推進を掲げている

ＬＧＢＴＱなど
性的マイノリティへの支援

その他

特に取り組んでいない

無回答

74.5

66.0

63.8

61.7

59.6

38.3

34.0

31.9

17.0

0.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

(N = 47)
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５．性的マイノリティへの配慮について 

（１）性的マイノリティへの配慮としての取組み 
 
「特に取り組んでいない」が約6割と最も高い。 

 

● 性的マイノリティへの配慮としての取組みについては、「特に取り組んでいない」が 57.0％と最も高く、次いで「性的指向・

性自認の尊重や、性的指向・性自認に基づくハラスメントの禁止などについて社内規定や行動指針などに記載」

（26.9％）、「性の多様性に関する社内研修や勉強会の開催」（15.1％）となっている。 

 

 全体  

 

 

 

 

 

 

 

％

性的指向・性自認の尊重や、性的指向・性自認に基づく
ハラスメントの禁止などについて社内規定や

行動指針などに記載

性の多様性に関する社内研修や勉強会の開催

採用活動における配慮
（応募書類における性別記載欄の削除など）

職場環境の整備
（性別を問わないトイレの設置や制服の廃止など）

性的指向・性自認に関する相談窓口の設置

福利厚生制度や休暇制度において、
性的マイノリティのカップルを法律婚の夫婦と

同様に取り扱うなどの整備

性的マイノリティに配慮した商品・サービスの開発・提供
（法律婚の夫婦や家族を対象としたサービスについて、

性的マイノリティのカップルを家族や法律婚の夫婦と同様に取扱うことを含む）

その他

特に取り組んでいない

無回答

26.9

15.1

11.8

7.5

7.5

6.5

3.2

2.2

57.0

4.3

0 10 20 30 40 50 60

(N =  93)

≪調査に関するお問い合わせ≫ 

山形県しあわせ子育て応援部 多様性・女性若者活躍課 

 担当：多様性・女性活躍担当 

 電話：０２３－６３０－３２６９（直通） 

 FAX ：０２３－６３２－８２３８ 

報告書 企業実態調査 問 19 


